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1.はじめに 

 著者は、校庭貯留、各戸貯留などの規模の小さな

施設の河川に対する洪水調節効果はほとんど期待で

きないことを明らかにした 1）2）。ここでは、各小流

域に設置されている小規模な施設を大きな一つの防

災調節池に集約した場合について流出解析を行い、

その結果から施設の規模の違いが洪水調節効果に及

ぼす影響について検討した結果を述べる。 

2.対象河川の概要と雨水貯留施設の設置状況 

 対象河川は鶴見川であり、東京都町田市地先を源

流とし、神奈川県の横浜市川崎市を流下しながら東

京湾に注ぐ流域面積 235km2、幹線流路長 43km の一

級河川である。鶴見川流域では、1958 年時点の宅地

化率は 10％であったが、2000 年時点では宅地化率は

85％である。2000 年時点で流域全体の設置個数は約

3000、集水面積は 41km2である。 

 関係機関から提供して頂いた資料に基づいて、雨

水貯留施設の構造形式を防災調節(整)池、地下式貯

留施設、流域貯留施設および各戸貯留施設に分類し,

構造形式別の施設について階級別集水面積の設置個

数の経年変化を示すと図-1のようになり、構造形式

別の施設について階級別の集水面積と全集水面積の

関係を示すと図-2 のようになる。図-1 および図-2

によると、各戸貯留施設、流域貯留施設および地下

式貯留施設の設置個数は 1980 年以降急激に増えて

いる。しかし、集水面積の大きい防災調節池の設置

個数は規模の小さい各戸貯留施設、流域貯留施設お

よび地下式貯留施設に比べて施設の数は少ないが、

防災調節池の全集水面積が全体に占める割合は

75％と大きい。 

3.流出解析モデルの概要 

 流出解析モデルは、流域斜面からの流出計算と河

道における洪水流の合流および伝播の計算で構成さ

れる。このモデルでは、流域を地形、河川、排水路

などを考慮して小流域に分割し、各小流域から河道

への流出点を定める。そして、与えられた降雨ハイ

エトグラフに対して各小流域からの流量ハイドログ

ラフを計算し、河道の流出点へ流出させ、上流から

の洪水流と合流させながら洪水流を伝播させて河川

の所定地点における流量ハイドログラフを算出する。

なお、小流域からの流出は直接流出と地下水流出に

分けて考え、それぞれ 2段の線形貯水池モデルを用

いて計算する。雨水貯留施設の洪水調節計算につい

ては、面積が Ad の雨水貯留施設の集水区域からの流

量ハイドログラフを 2段の線形貯水池モデルで算出

し、それを雨水貯留施設への流入量ハイドログラフ
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図‐1 階級別集水面積の設置個数の経年変化 

図‐2 構造形式別施設の集水面積の階級幅と全集水面積 
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として貯留の連続式に基づいた洪水調節計算を行う。

なお、計算手順およびモデルパラメータの値に関し

ては、参考文献 1）、2）と同じである。 

4.小規模な施設を集約した場合の洪水調節効果 

 各小流域に設置されている規模の小さい各戸貯留

施設、流域貯留施設および地下式貯留施設を一つの

防災調節池に集約して施設の構造諸元（貯水面積 F,

放流孔の直径 D）を決める方法は以下のとおりであ

る。 

１）小流域ごとに各戸貯留施設、流域貯留施設お

よび地下式貯留施設の集水面積の合計 Ad を求め、    

２）流域に設置されている全ての防災調節池につ

いて表示した Ad～F、Ad～D の回帰式から集約後の一

つの防災調節池の諸元として洪水調節計算に必要な

Fと D を推定する。その際、放流孔の直径 Dは 0.03

ｍ以下にならないようにした 3）。なお、関係機関か

ら提供に基づいた施設の諸元データでは雨水貯留施

設の構造形状が不明であるために、ここでは平面形

状が貯水面積 Fの正方形箱型で底面付近の側壁に直

径 Dの放流孔があるものとする。ただし、洪水吐き

の構造諸元がわからないので洪水吐きからの流出は

ないものとする。ここでは、亀の子橋流域を対象と

して検討した結果を述べる。 

4.1 集約した場合の洪水調節効果 

 3 つの施設を防災調節地に集約した場合と集約し

ない場合の 2ケースについて流出解析を行った。雨

水貯留施設の洪水調節効果はピーク流量低減率 
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で表示する。Qop は雨水貯留施設がない場合のピー

ク流量、Qpd は雨水貯留施設がある場合のピーク流

量である。ピーク流量とピーク流量低減率を 7つの

出水事例について流出計算をした結果を表-1 に示

す。また、雨水貯留施設の規模を表わす無次元量

D2/Ad と、ピーク流量低減率との関係を集約前と集

約後について示すと図-3 のようになる。表-１によ

ると、集約前に比べて集約後はピーク流量低減率は

ほとんど変化しない。しかし、図-3によるとある無

次元量 D2/Ad の値に対して集約後にはピーク流量低

減率、すなわち洪水調節効果が向上している。これ

は4.で述べた集約後の放流孔の直径Dを決めるとき

に Dの値を小さめに推定したためであり、放流孔の

直径 Dの推定については今後さらに検討を要する。

以上の結果、各戸貯留施設、流域貯留施設および地

下式貯留施設の小規模な施設は規模の大きい防災調

節池に集約しても河川に対する洪水調節効果には影

響を及ぼさないことが確かめられた。 

5.おわりに 

 今後の検討課題として、洪水吐きの諸元がわから

なかった洪水吐きからの流出計算を組み入れた場合

の洪水調節効果について検討することと、集約した

場合の経済効果について検討する必要がある。 
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図‐3 ピーク流量低減率と D2/Ad の関係（実績降雨）

ピーク流量

低減率
実績降雨 施設あり 施設なし （％） （×10

-4
）

集約前 554.6 585.1 5.2% 2.2
集約後 555.1 585.1 5.1% 1.5
集約前 292.8 312.8 6.4% 3.9
集約後 293.1 312.8 6.3% 2.4
集約前 842.4 941.3 10.5% 3.9
集約後 842.7 941.3 10.5% 2.4
集約前 698.0 795.5 12.3% 20.3
集約後 699.4 795.5 12.1% 10.5
集約前 752.7 908.9 17.2% 24.8
集約後 754.2 908.9 17.0% 13.3
集約前 708.8 861.9 17.8% 24.8
集約後 710.6 872.8 18.6% 13.3
集約前 531.7 592.4 10.2% 33.9
集約後 534.4 592.4 9.8% 18.1
集約前 403.5 486.0 17.0% 38.4
集約後 404.9 486.0 16.7% 19.7
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表‐1 ピーク流量とピーク流量低減率 
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